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個別施設計画（建物系施設等）      ※囲みの付いた範囲がこの編です。 

編の名称 施設名 所管課 

① 集会施設編 
(1)置賜総合文化センター 
(2)コミュニティセンター（18施設） 

社会教育課 

② 文化施設・図書館等施
設編 

(1)市民文化会館   (2)座の文化伝承館 
(3)ナセ BA（市民ギャラリー・図書館） 

文化課 

③ 博物館等施設編 
(1)よねざわ昆虫館  (2)児童会館 
(3)伝国の杜・上杉博物館 
(4)埋蔵文化財資料室 

社会教育課 
文化課 

財政課(文化課) 

④ スポーツ施設編 

(1)屋内スポーツ施設 
（市営体育館・市営八幡原体育館・市営武道館・市営弓道場・

市営相撲場・市営多目的屋内運動場） 

(2)屋外スポーツ施設 
（市営野球場・市営西部野球場・八幡原緑地野球場・市営人

工芝サッカーフィールド・北村公園テニスコート・八幡原

緑地テニスコート・市営陸上競技場・市営プール） 

スポーツ課 

⑤ 観光等施設編 

(1)上杉記念館 (2)置賜広域観光案内センター 
(3)道の駅田沢 （4）道の駅米沢 
(5)米沢駅東駅前広場（公衆トイレ） 
(6)松が岬おまつり広場（公衆トイレ） 
(7)天元台スキー場 
(8)旧市営小野川スキー場 

観光課 
 〃 
 〃 
 〃 
 〃 
財政課（地域振興課） 

⑥ 産業等施設編 

(1)アクティー米沢 
(2)笹野民芸館   (3)森林体験交流センター 
(4)食肉センター  (5)青果物地方卸売市場 
(6)吾妻山ろく放牧場 

商工課 
森林農村整備課 

農政課 
 〃 

⑦ 子育て支援等施設編 

(1)ひまわり学園 
(2)緑ケ丘保育園   (3)吾妻保育園 
(4)上郷児童センター (5)窪田児童センター 
(6)成島児童遊園（ワクワクランド） 

社会福祉課 
子育て支援課 
 〃 
 〃 

⑧ 保健福祉等施設編 
(1)いこいの家 
(2)興望館 
(3)すこやかセンター 

社会福祉課 
子ども家庭課 
健康課 

⑨ 庁舎編 (1)市庁舎 財政課 

⑩ その他（行政財産 
（生活環境施設））編 

(1)斎場 (2)市営駅前自転車駐車場 
(3)市営駅東自転車駐車場 
(4)まちなか駐車場 

環境生活課 
 〃 
文化課 

⑪ その他（普通財産等 
施設）編 

(1)三沢郷土資料民具館 
(2)ガイダンス教室（適応指導教室） 
(3)三沢東部小学校山梨沢分校 
(4)南原小学校李山分校 
(5)旧関根小学校 (6)旧関根小学校赤崩分校 
(7)旧関小学校 (8)旧関小学校高湯分校 
(9)旧関小学校及び旧南原中学校綱木分校 
(10)旧上郷小学校浅川分校 
(11)旧南原中学校 
(12)万世片子車庫 (13)旧金池記念会館 
(14)旧自動車運転練習場 
(15)愛宕倉庫 

財政課 
財政課（学校教育課) 
教育総務課 
 〃 
 〃 
 〃 
 〃 
 〃 
文化課、教育総務課 

財政課 

財政課（文化課) 

財政課 

⑫ 企業会計(病院施設) 
 編 

(1)市立病院   (2)市立病院保育所 
(3)医師住宅   (4)レジデントハウス 

市病総務課 

注） 「公営住宅編」及び「学校施設編」は、別途策定しています。 
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第１章 個別施設計画策定の背景、目的と位置づけ 

第１節 計画策定の背景と目的 

全国的に公共施設等の老朽化対策が大きな課題となっているなか、本市において

も、公共施設等の総合的かつ計画的な管理を推進するため、平成 29 年３月に「米

沢市公共施設等総合管理計画（平成 28年度～令和 17年度）」（以下「総合管理計画」

という。）を策定しました。 

総合管理計画では、人口減少・少子高齢化に伴う市民ニーズの変化、公共施設の

老朽化、厳しい財政状況といった課題に対応し、今後 20 年間の公共施設等の適正

管理のため、３つの基本原則（計画書 p.112）を設定するとともに、施設分類ごと

に実施方針を定めたところです。 

この「個別施設計画」は、総合管理計画の方針等に基づき、本市が保有する公共

施設等について、その計画期間における具体的な対策内容や実施時期について記載

し、公共施設等の効率的な管理に向けた取組を進めていきます。 

第２節 総合管理計画及び各事業計画と本個別施設計画との関係 

個別施設計画は総合管理計画の下位計画と位置付けます（図表 1-2-1 参照）。そ

のため個別施設計画は、総合管理計画の基本原則や施設分類ごとの実施方針に基づ

き、各施設の事業計画と調整を図りながら施設の具体的かつ計画的な対策を行って

いくための具体的指針になるものです。 

図表 1-2-1 計画の位置付け 
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第２章 個別施設計画の対象施設及び計画期間 

第１節 対象施設 

個別施設計画は、令和２年度時点で本市が所有する施設を対象とします。 

また、計画の策定単位（編）は、総合管理計画で定めた施設分類を基本に、類似

する普通財産も併せて１つの計画とします。なお、既に機能変更が決まっている施

設については、機能変更後の施設分類に含めて策定します。 

本計画「①集会施設編」の対象施設は、置賜総合文化センター、コミュニティセ

ンターの合計19施設とします。（図表2-1-1参照） 

なお、令和３年度に開館する新窪田コミュニティセンター及び新田沢コミュニ

ティセンター、令和４年度に開館する新南原コミュニティセンターは新施設として

対象施設に含めています。 

図表 2-1-1 対象施設一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 「延床面積」は、各建物の延床面積の合計 
「建築年月」は、主要な建物のうち最も古い施設 
「経過年数」は、令和2年3月31日時点での経過年数 

No. 施設名
延床面積
（㎡）

建設
年度

経過
年数

構造
耐震
診断

耐震
補強

1 置賜総合文化センター 6490.30 S50 44 RC 実施済 未実施

2 中部コミュニティセンター 801.37 H23 8 RC 不要 不要

3 東部コミュニティセンター 1540.67 H14 17 RC 不要 不要

4 西部コミュニティセンター 1213.57 S59 35 RC 不要 不要

5 南部コミュニティセンター 1248.97 H2 29 RC 不要 不要

6 北部コミュニティセンター 1421.70 S57 37 RC 不要 不要

7 松川コミュニティセンター 1075.53 H22 9 RC 不要 不要

8 愛宕コミュニティセンター 576.81 H3 28 W 不要 不要

9 万世コミュニティセンター 877.63 H10 21 W 不要 不要

10 広幡コミュニティセンター 513.74 S47 47 W 対象外 対象外

11 六郷コミュニティセンター 644.40 H6 25 W 不要 不要

12 塩井コミュニティセンター 430.19 S46 48 W 対象外 対象外

13 窪田コミュニティセンター 520.17 S43 51 W 対象外 対象外

新窪田コミュニティセンター 707.62 R2 0 S 不要 不要

14 三沢コミュニティセンター 760.06 H14 17 W 不要 不要

15 田沢コミュニティセンター 526.10 S44 50 W 対象外 対象外

新田沢コミュニティセンター 621.96 R3 - W 不要 不要

16 山上コミュニティセンター 711.44 H7 24 W 不要 不要

17 上郷コミュニティセンター 703.00 H30 1 S 不要 不要

18 南原コミュニティセンター 598.68 S50 44 W 対象外 対象外

新南原コミュニティセンター 704.25 R3 - S 不要 不要

19 南原コミュニティセンター関分館 293.15 H1 30 W 不要 不要
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第２節 計画期間 

令和３年度から令和12年度までの10年間を対象とします。 

個別施設計画では、総合管理計画の終期である令和17年度までの実施方針を参考

に、今後10年間の具体的な対策内容及び対策時期、対策費用の概算を記載します。 

総合管理計画及び個別施設計画の各計画期間とまちづくり総合計画の関係につ

いては図表2-2-1のとおりです。 

図表 2-2-1 総合管理計画及び個別施設計画の計画期間とまちづくり総合計画の関係 
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第３章 施設を取り巻く現状・課題と個別施設の状態 

本計画が対象とする公共施設は、行政サービスの中で様々な役割を担っており、そ

れが必要とされる過程の中で、段階的に新規建設や建替え、修繕等がなされてきまし

た。この章では、公共施設の持つ役割と施設建設の過程について概要を記載するとと

もに、施設が現在持つ課題や状態について整理します。 

第１節 公共施設を取り巻く現状と課題 

１ 置賜総合文化センター 

（１）施設の役割 

市民の社会教育及び文化活動の振興を図り、米沢市中央公民館、米沢市青年

の家、米沢市視聴覚センター、米沢市教育研究所、米沢市理科研修センターの

効率的な運営に資するとともに、併せて広域的な社会教育の向上に寄与する施

設です。 

（２）施設の概要 

昭和50年度に建設された鉄筋コンクリート造の４階建てで、築44年が経過し

ています。 

平成27年度に実施した耐震診断で耐震補強が必要だったことから、平成28年

度に１階で最も耐震性能が低い位置に耐震壁の増設工事を行いました。 

大規模改修として、平成９年度に屋上防水、外壁塗装、受変電設備、空調設

備、給排水衛生設備を実施しています。 

（３）施設の老朽化の概要 

平成９年度に大規模改修を行っていますが、改修から23年が経過しており、

空調機室外機が毎年のように故障するなど、設備の老朽化が進んでいます。近

年では、平成25年度にホール空調設備改修、平成28年度に電気室非常用照明用

電池更新と１階の耐震壁増設、平成29年度に受変電設備改修を行っています。 

（４）施設を取り巻く課題 

ここ数年の利用者数は、中央公民館、青年の家ともやや増加しているものの、

施設全体としては減少傾向（稼働率判定0.71）にあります。このような中、令

和15年度には築60年を迎えるため、市民ニーズに合わせて施設機能を見直して

いく必要があります。 

２ コミュニティセンター 

（１）施設の役割 

住みよい活力ある地域社会の形成、生活及び文化の向上並びに福祉の増進、

生涯学習の拠点など、地域コミュニティを担う交流施設であるとともに、災害

時の避難所になる施設です。 

（２）施設の概要 

平成24年度に中部コミュニティセンターが開館したことで、市内17地区全て

にコミュニティセンターが設置されました。山上・上郷・窪田・田沢・南原の
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５施設は、築40年以上が経過し老朽化が進んでいたため、平成30年度に旧敬師

児童センター施設を改修した新たな山上コミュニティセンターを開館したほ

か、令和元年度には上郷コミュニティセンターを建設しました。また、窪田コ

ミュニティセンター及び田沢コミュニティセンターを令和３年度に、南原コミ

ュニティセンターを令和４年度までに建設し、新たな施設として開館する予定

です。今後は塩井・広幡のコミュニティセンターが更新時期を迎えます。 

（３）施設の老朽化の概要 

中部・東部・西部・南部・北部・松川が鉄筋コンクリート造、上郷・新窪田・

新南原は鉄骨造、愛宕・万世・広幡・六郷・塩井・三沢・新田沢・山上・関分

館は木造の建物です。 

塩井及び広幡コミュニティセンターは築45年以上が経過し、老朽化が進んで

いるため、建替えが必要な時期を迎えています。 

東部・南部・三沢コミュニティセンターはそれぞれ築17年・築29年・築17年

が経過し、耐用年数を超えて使用している受変電設備の改修が必要となってい

ます。諸修繕工事では、愛宕・万世・六郷・関分館の外壁塗装等や、南部・万

世・六郷・関分館では給排水設備の対策が必要です。 

（４）施設を取り巻く課題 

今後、小中学校の統廃合が進む中、市民主役の地域づくり実現のため、地域

のコミュニティ活動への参加や、発言・交流等ができる地域活動の拠点が必要

になってきます。このため、コミュニティセンター施設は、地域の核として地

域の目標や課題を掲げ活動していく地域活動の場や、大規模災害時の防災活動

の拠点として重要な役割を担っていきます。 

第２節 個別施設の状態 

本計画を策定する上で重要となる公共施設におけるハード面・ソフト面の状態に

ついて整理をします。整理に当たっては、ハード面・ソフト面それぞれについて評

価基準を設定し、各施設の評価を行います。 

図表 3-2-1 評価項目一覧 

区 分 評価項目 

ハード面 (1)老朽化比率判定 (2)劣化状況判定 

ソフト面 (3)稼働率判定 (4)LCC（ライフサイクルコスト）判定 

１ 個別施設の状態の評価方法 

（１）老朽化比率判定（令和元年度末時点） 

  建物の残存耐用年数を 100点満点で点数化をしたもの 

  【計算方法】残存耐用年数÷耐用年数×100 

（２）劣化状況判定（令和元年９月末時点） 

  劣化診断調査結果（屋根、外壁、内部、設備（受変電、通信・情報、空調、給

排水、消火）の劣化状況（目視確認等））を 100点満点で点数化したもの 
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※文部科学省が発行している「学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書」

のサンプル写真や調査票をもとに現地調査 

（３）稼働率判定 

  H25～H27の平均利用者数と比較した H30利用者数の推移 

  【計算方法】H30年度利用者数÷平均利用者数 

※ただし、塩井コミュニティセンターは H27 の利用者数が特異値であったことから、H25 と H26 の平

均値を使用 

（４）LCC（ライフサイクルコスト）判定 

  今後 40 年間（R3～R42）に施設に要する費用（維持管理、大規模改修、更新） 

【計算方法】 

⚫ 維持管理コストは各施設の平成 26 年度から平成 30 年度までの５年間の平

均値を採用した。 

⚫ 大規模改修及び更新は、一般社団法人地域総合整備財団（ふるさと財団）

の公共施設更新費用試算ソフト仕様書 Ver2.10（平成 28年版）より施設分

類ごとの更新単価で算定（建築後 30年で大規模改修、60年で更新） 
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２ 個別施設の状態 

図表 3-2-2 個別施設の状態一覧 

屋

根

外

壁

窓

・

サ
ッ

シ

内

部

受

変

電

設

備

通

信

・

情

報

設

備

空

調

設

備

給

排

水

設

備

消

火

設

備

1
置賜総合文化セ

ンター
6,490.30 S50 44 47 6.38 53.01 B B B C C C C C C 0.71 6,094

2
中部コミュニティ

センター
801.37 H23 8 50 84.00 96.73 B A A A A A A B 1.11 563

3
東部コミュニティ

センター
1,540.67 H14 17 50 66.00 60.05 B B A C C B C C 0.97 899

4
西部コミュニティ

センター
1,213.57 S59 35 50 30.00 53.56 B B B C C C C C 1.02 1,157

5
南部コミュニティ

センター
1,248.97 H2 29 50 42.00 61.03 B A A C C C C C 0.92 1,181

6
北部コミュニティ

センター
1,421.70 S57 37 34 -8.82 53.56 B B B C C C C C 0.82 1,313

7
松川コミュニティ

センター
1,075.53 H22 9 50 82.00 80.81 B B B B B A B C 0.91 625

8
愛宕コミュニティ

センター
576.81 H3 28 24 -16.67 53.56 B B B C C C C C 0.84 623

9
万世コミュニティ

センター
877.63 H10 21 24 12.50 55.99 B B B C C B C C 0.74 492

10
広幡コミュニティ

センター
513.74 S47 47 24 -95.83 53.52 B B B C C C C C C 1.72 591

11
六郷コミュニティ

センター
644.40 H6 25 24 -4.17 55.99 B B B C C B C C 1.03 665

12
塩井コミュニティ

センター
430.19 S46 48 24 -100.00 53.01 B B B C C C C C C 1.34 483

13
窪田コミュニティ

センター
520.17 S43 51 24 - - - - - - - - - - - 1.16 354

新窪田コミ ュニ

ティセンター
707.62 R2 0 38 100.00 100.00 A A A A A A A A A - -

14
三沢コミュニティ

センター
760.06 H14 17 24 29.17 56.63 B B B C C B C C 0.96 642

15
田沢コミュニティ

センター
526.10 S44 50 24 - - - - - - - - - - - 0.91 332

新田沢コミ ュニ

ティセンター
621.96 R3 - 24 100.00 100.00 A A A A A A A A A - -

16
山上コミュニティ

センター
711.44 H7 24 22 -9.09 72.33 B B B C B A A C 1.56 395

17
上郷コミュニティ

センター
703.00 H30 1 38 100.00 100.00 A A A A A A A A A 1.13 386

18
南原コミュニティ

センター
598.68 S50 44 24 -83.33 53.01 B B B C C C C C C 1.27 657

新南原コミ ュニ

ティセンター
704.25 R3 - 38 - - A A A A A A A A A - -

19
南原コミュニティ

センター関分館
293.15 H1 30 24 -25.00 55.46 B B B C C B C C 1.82 210

耐

用

年

数

No 施設名

延

床

面

積
（

㎡
）

建

設

年

度

経

過

年

数
（

R

1
）

建物性能（ハード）
施設機能

（ソフト）

老

朽

化

比

率

判

定

劣

化

状

況

判

定

劣化調査点検項目※1 稼

働

率

判

定

L

C

C

判

定

（

百

万

円

）

 
注１：窪田コミュニティセンターと田沢コミュニティセンターの劣化診断調査は、新施設の改築事業が進行中で

あることから調査を実施せず、新たな建物として「Ａ評価」としている。 

注２：新田沢コミュニティセンターの取得年月は令和３年５月予定とし、令和３年６月１日オープン予定とした。 

注３：新南原コミュニティセンターの取得年月は令和４年３月予定とし、令和４年４月１日オープン予定とした。 
※1 点検対象項目の判定は以下のとおり                      

   A：良好   B：部分的に劣化   C：広範囲・全体的に劣化   D：早期に修繕が必要  
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第４章 対策の優先順位の考え方 

本市の公共施設の対策を検討する上では、個別施設の状態（劣化・損傷の状況や要

因等）のほか、当該施設が果たしている役割、機能、利用状況、重要性等、対策を実

施する際に考慮すべき事項が複数ありますが、インフラ長寿命化基本計画や総合管理

計画の考え方も参考に、総合的な観点で優先順位を付けることとします。 

第１節 基本的な考え方 

本計画においては、本市の公共施設の対策を検討する上で、全施設類型に共通す

る対策の基本的な考え方として、次の項目を考慮することとします。 

（１）老朽化対策 

建築後 60 年を迎える老朽施設については、施設の機能（サービス）の必要性

を考慮するなど、あり方を検討することとします。 

（２）本市が提供する行政サービスの必要性 

本市行政サービスとして提供する役割を終えたと考えられる施設や、民間サー

ビスで充足する施設は、施設が持つ一部の機能も含めて、譲渡や廃止、民営化を

検討することとします。 

（３）施設機能の統合・複合化 

同種・類似サービスの提供が複数施設で行われている施設や、機能の変更・集

約によって利便性の向上が見込まれる施設は、市民ニーズを把握し、複合化や統

合を図ります。 

（４）都市計画マスタープラン・立地適正化計画との連携 

統廃合を検討する施設は、その用途に応じて都市機能誘導区域を考慮した配置

を検討します。 

（５）避難所の確保 

小中学校体育館等は、施設が使用できる期間は避難所として原則維持します。 

第２節 施設類型特有の考え方 

前節の「基本的な考え方」に加え、その施設類型特有の考慮すべき事項がありま

す。そのため、本施設類型の対策方針を検討する上では、追加で以下の点を考慮す

ることとします。 

（１）置賜総合文化センター 

施設の機能について見直しを進めます。 

（２）コミュニティセンター 

南原コミセンは令和３年度で更新します。また、広幡コミセンと塩井コミセ

ンについては更新に向けて検討します。 
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第５章 対策方針と対策内容及び実施時期 

この章では、優先順位の考え方を考慮した対策方針について整理するとともに、本

計画の計画期間である令和３年度（2021年度）～令和 12年度（2030年度）における

具体的な対策内容と実施時期について定めます。対策内容に関しては、対策方針で定

めた内容に基づき、対策費用の概算を記載しています。 

第１節 対策方針 

対策方針は、施設の長期的な方向性であり、前章に記載した優先順位の考え方を

踏まえて示したものです。また、対策方針は、適宜見直しを実施することを想定し

ています。 

１ 対策方針における視点 

建物自体の維持・保全等と行政サービスの維持・向上等のそれぞれの視点か

ら検討し、対策方針においては、おおむね次のいずれかによるものとします。 

（１）維持（維持・長寿命化） 

現在の施設・建物を維持することとします。維持していく上で必要な大規模

改修事業、長寿命化事業※等を実施することによって、適切な維持管理を実施

し建物の延命を図ることとします。 

（※長寿命化事業とは、法定耐用年数を超えて公共用の建築物を使用するために必要な改修事業） 

（２）更新 

現在の建物を更新することとします。更新を行う施設は、建替えの他に、別

の施設への機能移転もセットで検討することで利便性や維持管理効率の向上

を目指します。なお、建替えを行う場合でも、現状の規模や機能のまま更新す

るのではなく、機能の集約化や複合化等を併せて検討することにより、費用の

縮減やより良い行政サービスの提供の可能性を検討します。 

（３）統合 

複数の施設で提供している既存の同種又は類似の行政サービスを機能集約

することが適当と判断された場合、特定の施設での行政サービスの提供に統合

し、残りの施設での行政サービスを廃止します。 

（４）縮小 

社会状況の変化等により、施設が持つ機能のニーズが低いと判断される行政

サービスは、当該施設を部分的に廃止し、規模や延床面積を縮小することとし

ます。 

（５）廃止 

市が行政サービスとして提供する役割を終えたと考えられる施設や、利用者

が著しく少ない等の理由によりニーズが低いと判断される施設は、行政サービ

スの効率化の観点から廃止することとします。廃止後は本市他事業への転用や



10 

地域団体等への譲渡等の利活用のほか、民間事業者等への貸付や売却を検討し

ます。 

（６）民設民営 

行政サービスの実施主体や公共施設の管理運営主体を、民営化により市から

民間事業者等へ変更することとします。民間活用により、民間事業者等のノウ

ハウを活かした行政サービスの提供や施設運営が可能になるとともに、市の財

政負担の軽減に寄与します。 

（７）機能変更 

市民ニーズの変化から、より機能的な活用が見込まれる施設は、現在提供し

ている行政サービスを見直すこととします。 

（８）あり方検討 

対象施設で現在提供している行政サービス・機能の今後のあり方について、

関係機関と協議をしながら検討します。 
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２ 対策方針 

本計画の対象施設に関する対策方針は、図表 5-1-1のとおりです。 

図表 5-1-1 対策方針 

R1 R17

1 置賜総合文化センター 6490.30 S50 44 60 維持 0.00

2 中部コミュニティセンター 801.37 H23 8 24 維持 0.00

3 東部コミュニティセンター 1540.67 H14 17 33 維持 0.00

4 西部コミュニティセンター 1213.57 S59 35 51 維持 0.00

5 南部コミュニティセンター 1248.97 H2 29 45 維持 0.00

6 北部コミュニティセンター 1421.70 S57 37 53 維持 0.00

7 松川コミュニティセンター 1075.53 H22 9 25 維持 0.00

8 愛宕コミュニティセンター 576.81 H3 28 44 維持 0.00

9 万世コミュニティセンター 877.63 H10 21 37 維持 0.00

10 広幡コミュニティセンター 513.74 S47 47 63 更新 -

11 六郷コミュニティセンター 644.40 H6 25 41 維持 0.00

12 塩井コミュニティセンター 430.19 S46 48 64 更新 -

13 窪田コミュニティセンター 520.17 S43 51 - - -520.17

新窪田コミュニティセンター 707.62 R2 - 15 維持 707.62

14 三沢コミュニティセンター 760.06 H14 17 33 維持 0.00

15 田沢コミュニティセンター 526.10 S44 50 - - -526.10

新田沢コミュニティセンター 621.96 R3 - 14 維持 621.96

16 山上コミュニティセンター 711.44 H7 24 40 維持 -472.34

17 上郷コミュニティセンター 703.00 H30 1 17 維持 214.70

18 南原コミュニティセンター 598.68 S50 44 - - -598.68

新南原コミュニティセンター 704.25 R3 - 14 更新 704.25

19 南原コミュニティセンター関分館 293.15 H1 30 46 維持 0.00

No. 施設名

経過年数（年）

方針
面積増減

（R17末時点）
※

延床面積
（㎡）

建設
年度

 

※面積増減は平成 27 年度末時点（公共施設等総合管理計画基準年度）からの増減を表しています。 

注１：山上コミュニティセンターは平成 30 年度に旧敬師児童センターを改修して移転をしたため、面積増減は旧

施設との差を記載しています。 

注２：上郷コミュニティセンターは平成 30 年度に建設したため、面積増減は旧施設との差を記載しています。 

注３：広幡コミュニティセンターと塩井コミュニティセンターは更新の方針ですが、事業概要が未定のため面積

増減は記載していません。 
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第２節 対策内容と実施時期 

各施設の具体的な対策内容と対策時期は、図表 5-2-1 のとおりです。 

図表 5-2-1 対策内容と実施時期 

【前提条件】30 百万円以上の改修等（関連する設計費も含む）を行う施設、もしくは施設の方向性を検討していく施設は実施内容を記載しています。 

※方針及び特記事項は計画策定時点のものであり、今後事業を進めていく上で見直す場合があります。 

※実施内容及び費用は計画策定時点での概算であり、まちづくり総合計画の実施計画策定時に詳細な内容及び金額は決定していきます。 

方針 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

0

0

0

0

設計 昇降機設置

38 3 35

0

0

0

（上段）実施内容　（下段）概算費用（百万円）

7
松川コミュニティ
センター

維持

8
愛宕コミュニティ
センター

維持

5
南部コミュニティ
センター

維持

6
北部コミュニティ
センター

維持

3
東部コミュニティ
センター

維持

4
西部コミュニティ
センター

維持

R3～R12
費用
合計

個別施設計画期間（R3～R12）

2
中部コミュニティ

センター
維持

1
置賜総合文化セン
ター

維持
施設の機能について見直
しを進める。

NO. 施設名称 特記事項
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方針 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

0

測量・用地
取得

設計 整備 外構・解体

452 44 24 300 84

0

測量・用地
取得

設計 整備 外構・解体

452 44 24 300 84

0

0

外構・解体

64 64

0

0

整備・外構 解体

376 346 30

0
19

南原コミュニティ
センター関分館

維持

（上段）実施内容　（下段）概算費用（百万円）

17
上郷コミュニティ
センター

維持

18
南原コミュニティ
センター

更新 令和３年度で更新する。

15
田沢コミュニティ
センター

維持

16
山上コミュニティ
センター

維持

13
窪田コミュニティ
センター

維持

14
三沢コミュニティ
センター

維持

11
六郷コミュニティ
センター

維持

12
塩井コミュニティ
センター

更新 更新に向けて検討する。

9
万世コミュニティ
センター

維持

10
広幡コミュニティ
センター

更新 更新に向けて検討する。

R3～R12
費用
合計

個別施設計画期間（R3～R12）

NO. 施設名称 特記事項
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第６章 今後の対応方針 

本計画は今後の公共施設マネジメントの具体的指針であることから、本計画を適切

な体制の下で効果的に進めていくことが重要です。 

そのため、この章では本計画の進捗管理の方法や計画の改定に関する考え方につい

て整理するとともに、本計画を着実に実行に移していくための実施体制について整理

します。さらに、対策を行っていく上で重要となる予算の考え方をどのように関連さ

せていくかについて併せて整理します。 

第１節 計画の進捗管理の方法 

本計画において個別施設ごとに具体的に示された対策の取組予定と、各年度にお

ける対策の実際の進捗状況を比較・確認し、随時更新していくことによって、計画

の適切な進捗管理を図ります。 

計画策定時点において、計画期間内に具体的な対策内容や対策時期を検討中の施

設がある場合については、引き続き検討を進め、順次、対策内容及び対策時期を設

定していきます。 

第２節 計画の改定に関する考え方（図表 6-1-1） 

各施設に実施した対策は、毎年、個別施設計画に実績を反映するほか、まちづ

くり総合計画の実施計画（以下「実施計画」という。）の見直しと合わせて、個別

施設計画で定めている各施設への対策内容とその予定時期についてフォローアッ

プを図ります。 

また、個別施設計画の策定から５年を目途に、各施設の劣化診断調査を行って

状態を確認するとともに、当該結果を基にした個別施設計画の改定も行います。 

上位計画である総合管理計画は、個別施設計画の改定後に整合性を検証し、必

要に応じた見直しを行っていきます。 

第３節 計画の実施体制 

本計画に記載している対策については、各施設の所管課が主体となって実施し

ます。また、統廃合や複合化等の施設の再編に関する取組については、各施設所

管課や関連部門が連携・協議した内容について公共施設等総合管理庁内検討委員

会において検討することとします。 

計画の進捗状況については、毎年度、各所管課からの実績報告を受け、政策企

画課が取りまとめます。 

第４節 予算への反映方法 

本計画に記載している対策の実施に際しては、まちづくり総合計画をはじめと

する諸計画との整合性の確保と、市の諸施策との適切な連携・調整が必要不可欠

です。効果的かつ効率的な公共施設マネジメントを実施していくため、各対策に

ついて、３年を計画期間（２年でローリング）とする実施計画において予算を裏

付けることで、本計画の実効性を確保します。 
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図表 6-1-1 計画の見直し時期について 

 

 
年
度
（
西
暦
）

2016

2017

2018

2019

2020

2021

2022

2023

2024

2025

2026

2027

2028

2029

2030

2031

2032

2033

2034

2035

2036

2037

2038

2039

2040

2041

2042

2043

2044

年
度
（
元
号
）

H28

H29

H30

R1

R2

R3

R4

R5

R6

R7

R8

R9

R10

R11

R12

R13

R14

R15

R16

R17

R18

R19

R20

R21

R22

R23

R24

R25

R26

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
○

○
○

○
○

○

劣
化

診
断

・

改
定

（
策

定
）

診
断

◎ 策
定

診
断

◎ 改
定

診
断

◎ 改
定

実
施

計
画

見
直

し

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

実
施
計
画
（
3年

間
）

実
施
計
画
（
3年

間
）

総
合

管
理

計
画

個
別

施
設

計
画

策
定

第
１

期
（

第
１

版
）

　
　

　
　

　
（

第
２

版
）

（
第

３
版

）

第
３

期
（

参
考

）

基
本
構
想
（
10
年
間
）

平
成
2
8
年
度
～
令
和
7
年
度

基
本
構
想
（
10
年
間
）

令
和
8
年
度
～
令
和
1
7
年
度

基
本
計
画
（
5年

間
）

前
期

基
本
計
画
（
5年

間
）

後
期

基
本
計
画
（
5年

間
）

前
期

基
本
計
画
（
5年

間
）

後
期

計
画

期
間

（
2
0
年

間
）

第
２

期
　

R
1
8
～

R
3
7
（

予
定

）
改

訂

計
画

期
間

（
2
0
年

間
）

H
2
8
～

R
1
7
　

第
1
期

（
参

考
） （
参

考
）

第
２

期
（

第
１

版
）

　
　

（
第

２
版

）

（
第

３
版

）

ま
ち
づ
く
り

総
合
計
画

第
2期

第
3期

第
3期

第
4期

第
4期

第
5期

第
5期

第
1期

第
1期

第
2期

※
1

※
1

※
1

※
1

※
1 ：

対
策
内
容

と
実
施

時
期
の

フ
ォ
ロ

ー
ア
ッ

プ
の
み

（
図

表
5
-
2-

1）

※
2 ：

改
訂
（
個

別
施
設

の
状
態

等
も
含

め
た
全

面
的
な

更
新
）

※
2

※
2

（
予
定
）


